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緊
急
事
態
宣

言
を
「
屁
み
た

い
な
も
の
」
、

日
本
の
感
染
者

数
を
「
さ
ざ
波
」
と
ツ
イ
ッ

タ
ー
で
表
現
し
た
高
橋
洋
一

氏
が
内
閣
官
房
参
与
を
辞
任

し
た
。

　

辞
任
後
、
高
橋
氏
は
憲
法

に
緊
急
事
態
条
項
が
な
い
た

め
に
、
私
権
の
制
限
が
で
き

な
い
こ
と
が
問
題
だ
と
す
る

持
論
を
語
っ
て
い
る
。
コ
ロ

ナ
禍
を
「
さ
ざ
波
」
と
言
い

な
が
ら
、
改
憲
を
持
ち
出
す

高
橋
氏
の
発
想
は
、
コ
ロ
ナ

禍
で
も
改
憲
を
目
指
す
菅
首

相
と
軌
を
一
に
し
て
い
る
。

　

ワ
ク
チ
ン
接
種
を
進
め
る

た
め
に
、
特
例
で
歯
科
医
師

も
接
種
が
認
め
ら
れ
た
。
自

衛
隊
員
が
運
営
す
る
大
規
模

接
種
セ
ン
タ
ー
が
設
置
さ
れ

る
な
ど
、
協
力
体
制
が
進

む
。
何
は
と
も
あ
れ
、
一
年

以
上
も
続
い
た
、
Ｃ
Ｏ
Ｖ
Ｉ

Ｄ
―
19
の
収
束
を
願
う
ば
か

り
だ
。

　

ワ
ク
チ
ン
接
種
が
こ
れ
ほ

ど
ま
で
遅
れ
た
の
は
、
誰
の

責
任
だ
ろ
う
か
。
コ
ロ
ナ
対

応
の
無
策
で
辞
任
し
た
人
は

い
な
い
。「
宣
言
」
頼
み
で

検
査
の
拡
充
や
十
分
な
休
業

補
償
に
背
を
向
け
て
き
た
菅

政
権
に
こ
そ
責
任
が
問
わ
れ

て
い
る
。

 

（
Ｔ
）

会員意見調査2020会員意見調査2020

大
歯
・
大
西
氏
が
講
演

施
設
基
準
で
講
習
会

75
歳
２
割
化「
反
対
」６
割

社保研究部

公
衆
衛
生
政
策
に
逆
行

消
費
税
で
病
床
削
減

消
費
税
で
病
床
削
減

　

コ
ロ
ナ
禍
の
現
在
も
、
医

療
費
抑
制
政
策
は
進
め
ら

れ
、
病
床
の
削
減
が
粛
々
と

行
わ
れ
て
い
る
。
２
０
１
９

年
11
月
か
ら
２
０
２
０
年
11

月
で
み
て
も
、
全
国
で
、
療

　

75
歳
以
上
の
窓
口
負
担
を

原
則
２
割
へ
引
き
上
げ
る
こ

と
に
つ
い
て
、「
賛
成
」
は

７
・
６
％
、「
反
対
」
が
58

・
２
％
と
、
賛
成
を
大
き
く

上
回
っ
た
。
負
担
増
を
進
め

る
政
府
方
針
と
歯
科
医
療
現

場
と
の
乖
離
が
浮
き
彫
り
に

な
っ
た
。
そ
の
一
方
で
、

「
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
」

が
31
・

５
％
を
占
め
て
お

り
、
判
断
に
迷
う
会
員
も
少

な
く
な
か
っ
た
。

　

コ
ロ
ナ
禍
の
病
床
削
減
計

画
に
つ
い
て
は
、「
賛
成
」

１
・
２
％
、
「
反
対
」
54
・

０
％
で
反
対
が
過
半
数
を
占

め
た
が
、「
ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い
」
が
40
・
８
％
に
上
る
。

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の

保
険
証
利
用
に
つ
い
て
は
、

「
賛
成
」
17
・
１
％
、「
反

対
」
40
・
２
％
だ
っ
た
。

改
定
へ
の
理
解

改
定
へ
の
理
解

６
割
が
不
十
分

６
割
が
不
十
分

　

診
療
報
酬
に
つ
い
て
の
設

問
で
は
、
20
年
度
の
改
定
内

容
を
十
分
理
解
し
て
い
る
か

を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
「
は

い
」

35
・

７
％
、「
い
い

え
」
61
・
０
％
だ
っ
た
。
い

い
え
の
理
由
と
し
て
、「
厚

生
局
の
説
明
会
が
な
か
っ

　

協
会
は
「
２
０
２
０
年
度
会
員
意
見
調
査
」
を
実
施
し
た
。
調
査
で
は
政
治

意
識
や
経
営
状
況
、
２
０
２
０
年
度
診
療
報
酬
改
定
な
ど
に
つ
い
て
聞
い
た
。

75
歳
以
上
原
則
２
割
化
に
つ
い
て
は
、「
反
対
」
が
58
・
２
％
に
上
り
、
過
半

数
の
会
員
が
政
府
の
負
担
増
に
否
定
的
な
考
え
を
示
し
た
。
政
府
が
進
め
る
病

床
削
減
に
つ
い
て
も
、「
反
対
」
が
54
・
０
％
と
過
半
数
を
超
え
た
。
20
年
報

酬
改
定
の
内
容
を
充
分
理
解
し
て
い
る
か
ど
う
か
で
は
、「
い
い
え
」
が
61
・

０
％
に
上
っ
た
。
歯
科
医
療
機
関
の
感
染
防
止
対
策
に
対
す
る
基
本
診
療
料
や

コ
ロ
ナ
特
例
で
の
評
価
に
つ
い
て
、「
不
十
分
」
が
53
・
２
％
だ
っ
た
。
同
調

査
は
２
年
に
１
度
実
施
し
て
お
り
、
４
月
28
日
〜
５
月
10
日
、
会
員
２
０
０
０

人
（
勤
務
医
会
員
は
除
く
）
を
無
作
為
抽
出
し
調
査
票
を
郵
送
し
、
２
５
０
人

が
回
答
し
た
（
回
答
率
12
・
５
％
）
。 
（
３
面
に
つ
づ
く
）

た
」
と
「
協
会
の
説
明
会
が

な
か
っ
た
」
を
合
わ
せ
る
と

７
割
を
こ
え
た
。
な
お
、
協

会
の
診
療
報
酬
改
定
の
解
説

動
画
に
つ
い
て
は
、
「
見

た
」
が
32
・
８
％
に
と
ど
ま

っ
て
お
り
、
会
場
で
の
説
明

会
が
中
止
さ
れ
た
こ
と
が
改

定
内
容
の
理
解
し
て
い
る
実

感
に
影
響
し
て
い
る
こ
と
が

伺
え
る
。

　

歯
科
医
療
機
関
の
感
染
防

止
対
策
の
費
用
に
つ
い
て
の

基
本
診
療
料
や
コ
ロ
ナ
特
例

に
よ
る
評
価
を
尋
ね
た
と
こ

ろ
、「
十
分
」
は
15
・
６
％

に
と
ど
ま
り
、「
不
十
分
」

が
53
・
２
％
で
過
半
数
を
超

え
た
。
診
療
報
酬
の
評
価
の

引
き
上
げ
を
求
め
る
項
目
で

は
、
多
く
の
会
員
が
「
感
染

対
策
費
」
や
「
初
再
診
料
」

を
挙
げ
た
。
コ
ロ
ナ
対
応
に

よ
っ
て
感
染
対
策
経
費
が
増

え
る
な
か
、
歯
科
の
基
本
診

療
料
の
低
さ
が
改
め
て
浮
き

彫
り
に
な
っ
て
い
る
。

の
届
出
の
要
件
と
な
る
①
感

染
症
対
策
等
の
院
内
感
染
防

止
対
策
②
偶
発
症
に
関
す
る

緊
急
時
の
対
応
③
医
療
事
故

等
の
医
療
安
全
対
策
―
―
を

解
説
。
医
療
安
全
対
策
で

は
、
歯
科
に
お
け
る
イ
ン
シ

デ
ン
ト
を
体
系
的
に
説
明

し
、
「
ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ
ト
を
含

む
報
告
の
蓄
積
と
対
策
の
検

討
が
重
大
イ
ン
シ
デ
ン
ト
を

生
ま
な
い
仕
組
み
づ
く
り
に

つ
な
が
る
」
と
述
べ
た
。

体
制
加
算
１
・
２
」
の
施
設

基
準
に
係
る
研
修
会
を
開
い

た
。
Ｍ
＆

Ｄ
ホ
ー
ル
と
保
険

医
会
館
の
３
会
場
で
開
催

し
、
大
西
祐
一
氏
（
大
阪
歯

科
大
学
口
腔
外
科
学
第
二
講

座
准
教
授
、
写
真
）
を
講
師

に
88
人
が
参
加
し
た
。

　

大
西
氏
は
、
各
施
設
基
準

　

社
保
研
究
部
は
５
月
23

日
、「
初
診
料
注
１
（
歯
初

診
）」
と
「
歯
科
外
来
環
境

へ
の
対
応
に
関
す
る
事
項
を

追
加
す
る
こ
と
、
２
０
２
０

年
に
創
設
さ
れ
た
「
病
床
機

能
再
編
支
援
事
業
」
を
地
域

医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
に

位
置
づ
け
、
当
該
事
業
に
つ

い
て
は
国
が
全
額
負
担
す
る

（
消
費
税
が
財
源
）
こ
と
の

行
）。
病
床
を
減
ら
し
た
病

院
に
補
助
金
を
支
給
し
、
社

会
保
障
の
充
実
の
た
め
と
称

し
て
増
税
さ
れ
た
消
費
税
を

そ
の
財
源
と
す
る
と
い
う
の

だ
か
ら
本
末
転
倒
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
今
国
会
で
審
議

中
の
健
康
保
険
法
等
改
正
案

す
る
改
正
が
行
わ
れ
て
い

る
。
感
染
症
に
よ
る
重
症
化

リ
ス
ク
の
高
い
高
齢
者
を
受

診
抑
制
に
追
い
こ
み
か
ね
な

い
改
正
は
、
公
衆
衛
生
政
策

に
逆
行
す
る
。

感
染
症
病
床
の
増
設
を

感
染
症
病
床
の
増
設
を

や
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
者

の
自
宅
療
養
を
当
面
は
ゼ
ロ

に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
。
前
述
の
よ
う
に
一
般
病

床
の
感
染
症
病
床
へ
の
転
換

が
難
し
い
現
状
で
あ
れ
ば
、

臨
時
に
感
染
症
病
床
を
増
や

す
し
か
な
い
。
実
際
、
諸
外

国
で
は
、
感
染
症
の
病
床
が

不
足
し
て
い
る
状
況
で
、
臨

時
に
感
染
症
病
床
を
設
営
し

病
床
を
確
保
し
て
い
る
。
著

名
な
例
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

の
感
染
拡
大
の
初
期
段
階

で
、
中
国
の
武
漢
に
お
い
て

１
０
０
０
人
の
患
者
を
受
け

入
れ
可
能
な
臨
時
病
院
が
設

立
さ
れ
て
い
る
。
日
本
の
建

築
技
術
で
は
、
武
漢
の
よ
う

な
臨
時
病
院
は
10
日
間
で
建

設
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る

（
山
田
厚
「
患
者
放
置
の
緊

急
事
態
宣
言
」『
日
本
の
進

路
・
地
方
議
員
版
』
89
号
11

頁
参
照
）
。
ま
た
、
軽
症
者

に
つ
い
て
は
、
容
体
が
急
変

す
る
こ
と
も
あ
る
こ
と
を
考

慮
し
、
医
師
・
看
護
師
が
常

駐
す
る
施
設
で
の
療
養
を
原

則
と
す
る
べ
き
で
、
宿
泊
療

養
施
設
の
整
備
も
急
が
れ

る
。
緊
急
事
態
宣
言
下
で
の

措
置
に
は
、
医
療
施
設
・
医

療
資
源
の
確
保
に
関
す
る
強

制
措
置
も
含
ま
れ
て
お
り
、

そ
う
し
た
医
療
提
供
体
制
の

整
備
は
可
能
な
は
ず
で
あ

る
。 

（
つ
づ
く
）

養
病
床
を
中
心
に
２
万
１
３

５
０
床
も
の
病
床
が
削
減
さ

れ
て
い
る
（
厚
生
労
働
省

「
医
療
施
設
動
態
調
査
」
に

よ
る
）。
ま
た
、
今
国
会
で

成
立
し
た
医
療
法
等
改
正
案

（
良
質
か
つ
適
切
な
医
療
を

効
率
的
に
提
供
す
る
体
制
の

確
保
を
推
進
す
る
た
め
の
医

療
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案
）
も
、
病
床
削
減
を

加
速
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
。

同
改
正
で
は
、
医
療
計
画
の

記
載
事
項
に
新
興
感
染
症
等

ほ
か
、
再
編
を
行
う
医
療
機

関
に
関
す
る
税
制
優
遇
措
置

を
講
じ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ま
た
、
地
域
医
療
構
想
の
外

来
版
と
も
い
え
る
外
来
機
能

報
告
制
度
が
創
設
さ
れ
た

（

２
０
２
２
年

４
月
施

（
全
世
代
対
応
型
の
社
会
保

障
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の

健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
案
）
で
は
、
医

療
費
抑
制
の
た
め
に
、
一
定

所
得
以
上
の
75
歳
以
上
の
高

齢
者
の
窓
口
負
担
を
２
割
と

　

最
後
に
、
コ
ロ
ナ
禍
で
明

ら
か
に
な
っ
た
医
療
政
策
の

問
題
点
を
踏
ま
え
、
今
後
の

政
策
課
題
を
展
望
す
る
。

　

医
療
提
供
体
制
に
つ
い

て
、
短
期
的
に
は
、
感
染
症

病
床
や
宿
泊
療
養
施
設
を
増

鹿
児
島
大
学
教
授
・
伊
藤
周
平

鹿
児
島
大
学
教
授
・
伊
藤
周
平

を
問
う

を
問
う

「
医
療
崩
壊
」

「
医
療
崩
壊
」

コ
ロ
ナ
禍
の

コ
ロ
ナ
禍
の
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感
染
対
策
費
用
の
評
価
「
不
十
分
」
過
半
数

75歳以上の窓口負担原則２割化について

政府がすすめるコロナ禍の
病床削減計画について
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　保険請求のご相談や年金・休
業保障制度のお問い合わせは直
通番号をご利用ください。
社保研究部  06-6568-7467
共　済　部  06-6568-7438

協会直通番号のご案内


